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災害に対しては、「第２部 災害予防」に基づいて実効性のある予防対策を推進することが必要

である。一方、災害は、いつ､どのような規模で、どのような地域に起きるか予測することが難しく、

不幸にして大きな被害を受けることもあり得る。その場合、一刻も早く施設、産業、り災者の復旧・

立ち直りがなされ、さらに、災害を糧にしてより災害に強い県土を後世に残していくことを目的と

した復興が行われる必要がある。 

災害復旧・復興では、こうした観点から、次の点に留意して速やかな復旧・復興を図るための方

向を定める。 

○県民の意向を十分尊重した災害復旧・復興を行うこと 

○現状復旧に止まらず、再度の災害を防止できる災害復旧・復興を行うこと 

○復興後の県土の姿を明確にして、計画的な災害復旧・復興を行うこと 

○被災者、被災事業者が災害から立ち直るための支援をきめ細かく、十分行うこと 

なお、被害が甚大であり「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（昭和 37

年法律第 150 号）に基づく激甚災害の指定を受ける必要があると判断される場合、県、市町村は必

要な事項を速やかに調査し、早期に激甚災害の指定を受けられるよう措置する。 

また、特に大規模な被害を被った場合、県では県民及び関係民間団体も含めた委員会を設置して

復興計画を作成し、復興後の県土の姿を明確にして、計画的な災害につよい県土づくりを進めてい

くこととする。

その際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進するものと

する。併せて、障がい者、高齢者等の要配慮者の参画を促進するものとする。また、産学官が連携し、

先端技術の導入等により、復旧・復興の高度化に取り組んでいく。 

 加えて、技術職員の不足等により、県単独では速やかな復旧・復興の実施が困難と認められる場

合は、九州地方知事会や全国知事会等の協力も得ながら、各都道府県に対し地方自治法に基づく職

員派遣を要請するなど、必要な措置を講じることとする。特に、他の地方公共団体に対し、技術職

員の派遣を求める場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用するものとする。 
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本項は、被災した公共土木施設等の復旧を促進し、並びにこれらの施設等の再度災害発生の防止

について定めるものである。 

 

１ 災害復旧事業の施行の基本方針 

災害復旧事業は、被災した各施設の原形復旧にあわせて、再度災害の発生を防止するため、必

要な施設の新設又は改良を行う等不測の災害に備えるものとする。 

 

２ 公共土木施設災害復旧事業の推進 

公共土木施設の災害復旧については、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和 26 年法律

第 97 号)の趣旨等を踏まえ、緊要度を勘案の上災害復旧事業の促進を図るものとする。 

なお、単独事業、補助事業及び直轄事業にかかる災害復旧事業についても短期間の完全復旧を

実施するものとする。 

また、高度な技術又は機械力を要する工事等で、工事実施体制や技術上の制約等により、こ

れらの工事を的確に実施できない場合は、国土交通省の権限代行制度の適用を要請することも

検討する。 

 

３  国土交通省等の権限代行制度 

県は、市町村道について、当該市町村から要請があり、かつ当該市町村の工事の実施体制等の地

域の実情を勘案して、当該市町村に代わって県が災害復旧等に関する工事を行うことが適当であ

ると認められるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、当該工事を行うことができる権

限代行制度により、支援を行うことも検討する。 

○ 市町村は、準用河川における改良工事若しくは修繕又は災害復旧事業に関する工事において、

実施に高度な技術又は機械力を要する工事、かつ、工事の実施体制等の地域の実情により、これ

らの工事を的確に実施できない場合は、国土交通省の権限代行制度の適用を要請することも検討

する。 

○ 県又は市町村は、災害時、都道府県知事等が管理を行う一級河川若しくは二級河川又は市町

村長が管理を行う準用河川に係る維持（河川の埋塞に係るものに限る。）において、実施に高度

な技術又は機械力を要する工事、かつ、河川の維持の実施体制等の地域の実情により、河川に係

る維持を的確に実施できない場合は、国土交通省の権限代行制度の適用を要請することも検討す

る。 

○ 県は、港湾施設において、非常災害が発生した場合、当該非常災害の発生によりその機能に

支障が生じ、又は生ずるおそれがある場合は、国土交通省の権限代行制度の適用を要請すること

も検討する。 

○ 県は、海岸保全施設において、当該海岸保全施設が国土の保全上特に重要なものであると認

められるときは、主務大臣の権限代行制度の適用を要請することも検討する。 

 

４ 農林水産業施設災害復旧事業の促進 

農林水産業施設の災害復旧については、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に

関する法律（昭和 25 年法律第 169 号）の趣旨に基づき、原則として発生年を含む３ヶ年で完了す

る方針のもとにそれぞれの事業主体において被災施設の災害復旧事業に努める。 

 

５ その他の災害復旧事業の推進 

公立学校施設をはじめ前各号に定める以外の施設の災害復旧事業についても、その緊要度を勘

案のうえ、短期間完全復旧に努める。 

 

 



風水害等対策編 第４部 災害復旧・復興 
第３章 被災者・被災事業者の自立支援体制の確立 

- 322 - 
 

 

 

 

 

第３章 被災者・被災事業者の

自立支援体制の確立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 県民サポートセンター（仮称）の設置 

被災者及び被災事業者の自立を総合的に支援するため、県では、必要に応じて「県民サポート
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センター（仮称）」（以下「サポートセンター」という。）を設置する。 

  サポートセンターでは、おおむね次のような業務を行うこととするが、災害の規模や範囲に応

じて業務内容の調整、支部の設置等運用にあたって柔軟に対応する。 

 

（１）各種手続の総合窓口 

第４章第２節に掲げる見舞金交付、資金貸付、税の減税等に関する手続及び相談を一元的に

処理する。 

   第４章第３節に掲げる中小企業者、農林漁業者への融資に関する手続及び相談を一元的に処

理する。 

（２）各種専門分野での相談 

医療、保健（精神保健を含む。）、福祉、住宅に関する相談を受ける（電話でも対応できる

ようにする。）。 

（３）法律相談の実施 

弁護士等の協力を得て、各種法律上の相談に応じる（電話でも対応できるようにする。）。 

（４）情報の提供 

自立を図る上でのさまざまな情報を収集し、電話での照会及び報道機関、広報誌等を通じた

広報により提供する。 

 

２ 被災者の生活再建支援等 

県及び市町村は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができる

よう、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、

被災者に対するきめ細かな支援を継続的に実施する取組）の実施等により、見守り・相談の機会

や被災者台帳等を活用したきめ細かな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ること

ができる環境の整備に努めるものとする。 

（１） 被災者台帳の整備 

市町村は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実

施に努めるものとする。 

（２） 情報提供 

県は、災害救助法を適用して被災者に対して応急救助を行ったときは、被災者台帳を作成す

る市町村からの要請に応じて、被災者に関する情報を提供するものとする。 

 
３ 災害義えん金の配分（福祉保健部福祉保健企画課、会計管理局会計課） 

（１）配分組織の確立 

災害義えん金の配分を適正、かつ迅速に行うため、必要に応じて県に義えん金配分委員会を

設置する（義えん金の出納は会計管理局会計課、配分委員会の庶務は福祉保健部福祉保健企画

課が行う。）。 

イ 配分委員会の構成機関は、次のとおりとする。 

(イ)大分県 

(ロ)日本赤十字社大分県支部 

(ハ)社会福祉法人大分県社会福祉協議会 

(ニ)社会福祉法人大分県共同募金会 

 (ホ)その他の関係機関 

ロ 配分委員会の組織 

(イ)委員の任命 

知事は、委員会構成機関の職員を委員に任命する。 
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(ロ)役員 

委員会に、委員の互選により、会長及び副会長をそれぞれ１人置く。 

(ハ)役員の職務 

会長は委員会を招集し、会務を統括する。 

副会長は会長を補佐し、会長に事故がある場合は、その職務を代理する。 

(ニ)委員会の招集 

会長は必要に応じて委員会を招集する。委員は必要と認めたときは、会長に委員会の招集

を請求することができる。 

(ホ)配分資料の整備、保管 

会長は義えん金配分の基礎となった資料（被害状況調査書等）を整備、保管しなければな

らない。 

（２）配分の方法等 

災害救助法適用のいかんにかかわらず、被害の程度に応じ配分委員会で決定する。 

 
※なお、広域災害となった東日本大震災では、り災証明の発行や義えん金の配布等を求め住

民が窓口に殺到し、庁舎が被災した自治体等ではその処理に時間が掛かった事例もあるこ

とから、県内で統一した被災者台帳システムの運用をはかる。
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各種制度の概要

 
 
 

 

第１節 経済・生活面の支援 

 

第２節 住まいの確保・再建のための支援 

 

第３節 農林漁業・中小企業・自営業への支援 
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第１節 経済・生活面の支援 
 
 

１－１ 災害弔慰金（災害弔慰金の支給等に関する法律） 

支援の種類 給付 

支援の内容 

１ 災害により死亡した方の遺族に対して、災害弔慰金の支給等に関する法律に

基づき支給。 
２ 支給額 
 ①生計維持者が死亡した場合:５００万円を超えない範囲内 
 ②その他の者が死亡した場合:２５０万円を超えない範囲内 

対象者 

１ 災害により死亡した方(お住まいの市町村に住民登録のある方)の遺族。 
２ 支給の範囲・順位は、死亡した方の①配偶者、②子、③父母、④孫、⑤祖父

母、⑥いずれも存しない場合は兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居

し、又は生計を同じくしていた者に限る。）。 
 

対象となる災

害 

１ １市町村において住居が５世帯以上滅失した災害 
２ 県内で住居が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 
３ 県内で災害救助法適用市町村が１以上ある場合の災害 
４ 災害救助法適用市町村を持つ都道府県が２以上ある場合の災害 

問合先 市町村 
 

 

１－２ 災害弔慰金（大分県災害弔慰金等補助金交付要綱等） 
支援の種類 給付 

支援の内容 

１ 災害により死亡した方の遺族に対して、大分県災害弔慰金等補助金交付要綱

等に基づき支給する。 
２ 支給額 
①生計維持者が死亡した場合:２５０万円を超えない範囲内 
②その他の者が死亡した場合:１２５万円を超えない範囲内 

対象者 

１ 災害により死亡した方（お住まいの市町村に住民登録のある方）の遺族。 
２ 支給の範囲・順位は、死亡した方の①配偶者、②子、③父母、④孫、⑤祖父

母、⑥いずれも存しない場合は兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居

し、又は生計を同じくしていた者に限る。）。 
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対象となる災

害 

県内で発生した１－１以外の災害で、下記の要件を満たす場合 
１ 被害が発生した市町村に対して、気象警報又は特別警報が発表されたとき（海

上警報を除く） 
２ 被害が発生した市町村で震度４以上の地震が発生したとき 
３ 被害が発生した市町村を含む津波予報区に対して津波注意報・津波警報又は

大津波警報が発表されたとき 
４ 県内の火山に火口周辺警報又は噴火警報が発表されたとき 等 

問合先 市町村 
 
２－１ 災害障害見舞金（災害弔慰金の支給等に関する法律） 

支援の種類 給付 

対象者 

１ 災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障がいがでた場合、災害弔慰

金の支給等に関する法律に基づき支給する。 
２ 支給額 
 ①生計維持者が重度の障がいを受けた場合:２５０万円を超えない範囲内 
 ②その他の者が重度の障がいを受けた場合:１２５万円を超えない範囲内 

対象者 

１ 災害により以下のような重い障がいを受けた方 
 ①両目が失明した人 
 ②咀嚼（そしゃく）及び言語の機能を廃した人 
 ③神経系統の機能又は精神に著しい障がいを残し、常に介護を要する人 
 ④胸腹部臓器の機能に著しい障がいを残し、常に介護を要する人 
 ⑤両上肢をひじ関節以上で失った人 
 ⑥両上肢の用を全廃した人 
 ⑦両下肢をひざ関節以上で失った人 
 ⑧両下肢の用を全廃した人 
 ⑨精神又は身体の障がいが重複する場合における当該重複する障がいの程度が

前各項目と同程度以上と認められる人 
対象となる災

害 
 
１－１に同じ 

問合先 市町村 
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２－２ 災害障害見舞金（大分県災害弔慰金等補助金交付要綱等） 

支援の種類 給付 

支援の内容 

１ 災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障がいがでた場合、大分県災

害弔慰金等補助金交付要綱等に基づき支給する。 
２ 支給額 
 ①生計維持者が重度の障がいを受けた場合:１２５万円を超えない範囲内 
 ②その他の者が重度の障がいを受けた場合:６２．５万円を超えない範囲内  

対象者 

１ 災害により以下のような重い障がいを受けた方 
①両眼が失明した人 
②咀嚼(そしゃく)及び言語の機能を廃した人 
③神経系統の機能又は精神に著しい障がいを残し、常に介護を要する人 
④胸腹部臓器の機能に著しい障がいを残し、常に介護を要する人 
⑤両上肢をひじ関節以上で失った人 
⑥両上肢の用を全廃した人 
⑦両下肢をひざ関節以上で失った人 
⑧両下肢の用を全廃した人 
⑨精神又は身体の障がいが重複する場合における当該重複する障がいの程度が

前各項目と同程度以上と認められる人 
対象となる災

害 
 
１－２に同じ 

問合先 市町村 
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３ 災害援護資金（災害弔慰金の支給等に関する法律） 

（１）支援の種類：貸付 
   災害により負傷又は住居、家財の損害を受けた方に対して、災害弔慰金の支給等に関する

法律に基づき、生活の再建に必要な資金を貸し付ける。 

貸付限度額 

①世帯主に１か月以上の負傷がある場合 
 ア 当該負傷のみ １５０万円 
 イ 家財の３分の１以上の損害 ２５０万円 
 ウ 住居の半壊 ２７０万円 
 工 住居の全壊 ３５０万円 
②世帯主に１か月以上の負傷がない場合 
 ア 家財の３分の１以上の損害 １５０万円 
 イ 住居の半壊 １７０万円 
 ウ 住居の全壊(工の場合を除く) ２５０万円 
 工 住居の全体の滅失又は流失 ３５０万円 

貸付利率 年３%(据置期間中は無利子) 
※市町村により軽減措置を講じる場合がある。 

据置期間 ３年以内(特別の場合５年) 
償還期間 １０年以内(据置期間を含む) 

（２）対象者 
   以下のいずれかの被害を受けた世帯の世帯主が対象。 

①世帯主が災害により負傷し、その療養に要する期間が概ね１か月以上 
②家財の１/３以上の損害 
③住居の半壊又は全壊・流出 

（３）所得制限 
世帯人員 市町村民税における前年の総所得金額 

１人  ２２０万円 
２人  ４３０万円 
３人  ６２０万円 
４人  ７３０万円 

５人以上 
１人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額。 
ただし、住居が滅失した場合は１,２７０万円とする。 

※対象となる災害は、自然災害で都道府県において災害救助法が適応された市町村が１以上ある

場合の災害。 
（４）問合先 市町村 
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４ 生活福祉資金制度による貸付 

（１）支援の種類：融資 
  ①生活福祉資金は、金融機関等からの借入が困難な低所得世帯、障がい者や介護を要する６

５才以上の高齢者がいる世帯に対して、経済的な自立と生活の安定を図ることために必要

な経費を貸し付けるもの。 
  ②生活福祉資金には、災害を受けたことにより臨時に必要となる費用の貸付(福祉費)、災害等

によって緊急かつ一時的に生計の維持が困難になった場合の小口の貸付(緊急小口資金)の
貸付がある。 

 
【福祉費】                  【緊急小口資金】 
貸付限度額 ２５０万円(目安) 

貸付利率 

①連帯保証人を立てた場合 
  無利子 
②連立保証人を立てない場合 
  年１．５% 

据置期間 ６か月以内 
償還期間 ７年以内(目安) 

 
  ③このほか、生活福祉資金には、総合支援資金、教育支援資金、不動産担保型生活資金があ

る。 
（２）対象者 
  ①低所得世帯、障がい者のいる世帯、介護を要する６５才以上の高齢者のいる世帯 
  ②災害弔慰金の支給等に関する法律の災害援護資金の対象となる世帯は適用除外 

（３）問合先：市町村社会福祉協議会、大分県社会福祉協議会 

貸付限度額 １０万円 
貸付利率 無利子 
据置期間 ２か月以内 
償還期間 ８か月以内 
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５ 母子寡婦福祉資金貸付金 

支援の種類 貸付 

支援の内容 

１ 母子寡婦福祉資金とは、母子家庭や寡婦を対象に、経済的な自立と生活の安

定を図るために必要な経費を貸し付けるもの。 
２ 災害により被災した母子家庭及び寡婦に対しては、事業開始資金、事業継続

資金、住宅資金の据置期間の延長、償還金の支払猶予などの特別措置を講じる。 
３ 事業開始資金、事業継続資金、住宅資金については、貸付けの日から２年を

超えない範囲で据置期間を延長できる。 

対象者 

１ 母子福祉資金(以下のいずれかに該当する方が対象) 
①子家庭の母(配偶者のない女子で現に児童を扶養している方) 
②子福祉団体(法人) 
③父母のいない児童(２０歳未満) 

２ 寡婦福祉資金(以下のいずれかに該当する方が対象) 
① 寡婦(かつて母子家庭の母であった者) 
②４０歳以上の配偶者のいない女子であって、母子家庭の母及び寡婦以外の
者 

問合先 県、市（福祉事務所設置町村含む）の福祉事務所 
 

６ 厚生年金等担保貸付、労災年金担保貸付等 

（１）支援の種類    融資 
   共済年金、厚生年金、労災年金等を担保に、教育費や居住関係費、事業資金等を融資するも

の。 
貸付限度額 ２５０万円以内（ただし、受給している年金の年額の範囲内） 
対象経費 住宅などの資金や事業資金 
保証人等 年金証書を預けるとともに、１名以上の連帯保証人が必要 

※金利については（株）日本政策金融公庫、独立行政法人福祉医療機構に確認すること 
（２）対象者：年金受給者 
（３）問合先：（株）日本政策金融公庫、独立行政法人福祉医療機構 
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７ 恩給担保貸付 

（１）支援の種類：融資 
恩給を担保に、教育費や居住関係費、事業資金等を融資するもの。 

貸付限度額 ２５０万円以内（ただし、恩給年額の３年分以内） 
対 象 経 費  住宅などの資金や事業資金 
保 証 人 等 恩給証書等を預けるとともに、１名以上の連帯保証人が必要 
※ 金利については（株）日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫に確認すること 
（２）対象者：恩給受給者 
（３）問合先：（株）日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫 

 
８ 教科書等の無償給与（災害救助法） 

支援の種類 現物支給 

支援の内容 
 災害救助法に基づく学用品の給付は、災害により学用品を失った児童・生徒に対

して、教科書や教材、文房具、通学用品を支給。 

対象者 

 災害救助法が適用された市町村において、住宅に被害を受け学用品を失った小・

中学校、高等学校等の児童・生徒（特別支援学校の小学児童及び中学部生徒、中等

教育学校、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒を

含む） 
問合先 災害救助法が適用された市町村 

 
９ 小・中学生の就学援助措置 

支援の種類 給付 

支援の内容 
 被災により、就学が困難な児童・生徒の保護者を対象に、就学に必要な学用品費、

新入学用品費、 通学費、校外活動費、学校給食費等を援助する。 
対象者  被災により、就学が困難となった児童・生徒の保護者 
問合先 県、市町村、学校 

 
10 私立高等学校授業料減免措置 

支援の種類 減免 

支援の内容 
 天災その他不慮の災害等により就学が困難となった生徒に対し、授業料の減免措

置を行う私立高等学校に対し、県が補助する。 

対象者 
 天災その他不慮の災害等により学資の負担に堪えられなくなりかつ、他に学資の

援助をする者がない生徒で学業の継続が著しく困難と知事が認めるもの。 
問合先 各私立高等学校 
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11 大学等授業料減免措置 

支援の種類 減免 

支援の内容 
 災害により、家計が急変した等の理由により授業料等の納付が困難な学生を対象

に、授業料等の減額、免除を行う。 
対象者 各大学等において、減免等を必要とすると認める者 
問合先  各大学等 
 

12 幼稚園への就園奨励事業 

支援の種類 給付 
支援の内容 保護者の所得状況に応じて､幼稚園の入園料・保育料を軽減する。 
対 象 者  幼稚園に通う園児の保護者（避難されている方も､この制度の活用可能。） 

※ 私立幼稚園の保育料等の減免については、「私立学校授業料等減免事業」も参

照のこと。 
問 合 先  市町村、幼稚園 

 
13 特別支援学校等への修学奨励事業 

支援の種類 給付 
支援の内容 被災により､特別支援学校等への就学支援が必要となった幼児、児童又は生徒の

保護者を対象に通学費、学用品等を援助する。 
対 象 者  

 
被災により新たに特別支援教育修学奨励費事業の対象となった世帯及び支弁区

分が変更となった世帯 
問 合 先  県、市町村、学校 
 

14 緊急採用奨学金 

支援の種類 貸与 

支援の内容 
災害等により家計が急変した学生・生徒に対して、緊急採用奨学金の貸与を実

施する。 
対象者 大学、短期大学、大学院、高等専門学校、専修学校（専門課程）の生徒・学生 
問合先 各学校、独立行政法人日本学生支援機構 
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15 国の教育ローン（災害特別措置） 

 

16 児童扶養手当等の特別措置 

支援の種類 給付 

支援の内容 
 被災者に対する児童扶養手当・特別児童扶養手当、特別障害者手当・障害児福

祉手当について、所得制限の特例措置を講じる。 
対象者  障がい者・児のいる世帯、児童扶養手当受給者世帯 
問合先 市町村 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援の種類 融資 

支援の内容 

 災害により被害を受けた方に対して教育ローンを融資する。 

 

貸付限度額 学生・生徒１人あたり３００万円以内 
対 象 経 費 学生納付金、受験にかかった費用、教科書代、定期代、下宿

代 
保 全 （公財）教育資金融資保証基金 

 

対象者 
１ 高等学校、短期大学、大学・大学院、専修学校、各種学校、海外の高校、大学

等に入在学する学生・生徒を持つ保護者であって、り災証明書等を受けている者 
２ 世帯の年収（所得）に関する上限学の設定（所得制限）あり 

問合先 株式会社日本政策金融公庫 沖縄振興開発金融公庫  
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17 地方税の特別措置 

支援の種類 減免、徴収の猶予等 

支援の内容 

１ 地方税の減免 
 災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税（個人住民税、固定資産税、

自動車税など）について、一部軽減又は免除を受けること。 
２ 徴収の猶予 

 災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税について、その徴収の猶予

を受けること 
３ 期限の延長 

 災害により、地方税の申告・納付等が期限までにできない方は、その期限が延

長される。 

対象者 
１ 災害によりその財産等に被害を受けた方のうち、一定の要件を満たす方 
２ 地方税の減免等の要件や手続きなどについては、自治体によって異なる。 

問合先 県、市町村(税務課など) 
 

18 国税の特別措置 

支援の種類 軽減、猶予、延長 

支援の内容 

１ 所得税の軽減 
  災害により住宅や家財などに損害を受けた場合、確定申告で、①所得税法に定

める雑損控除の方法、②災害減免法に定める税金の軽減免除による方法のどちら

か有利な方法を選ぶことによって、所得税の全部又は一部を軽減することができ

る。 
２ 予定納税の減額 
  災害が発生した後に納期限の到来する予定納税について、税務署長に申請をす

ることにより、減額を受けることができる。 
３ 給与所得者の源泉所得税の徴収猶予など 
  災害により住宅や家財などに損害を受けた場合、給与所得者が税務署長に申請

（一定のものについてはその支払者を経由して税務署長に申請）することにより

所得金額の見積額に応じて源泉所得税額の徴収猶予や還付を受けることができ

る。 
４ 納税の猶予 
  災害により被害を受けた場合、税務署長に申請をし、その許可を得ることによ

り、納税の猶予を受けることができる。 
５ 申告などの期限の延長 
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  災害などの理由により申告、納付などをその期限までにできないときは、その

理由のやんだ日から２か月以内の範囲でその期限が延長される。 
  これには、個別指定による場合と地域指定による場合とがある。 
※申請の期限など詳しいことについては、最寄りの税務署へ。 

対象者 

１ 雑損控除については、災害により住宅や家財に損害を受けた方、災害に関連し

てやむを得ない支出（災害関連支出）をした方が対象。また、所得税についての

災害減免法に定める税金の軽減免除については、損害額が住宅や家財の価額の１

/２以上で、被害を受けた年分の所得金額が１，０００万円以下の方が対象。 
２ 予定納税の減額については、所得税の予定納税をされる方で災害によりその年

の所得や税額が前年より減少することが見込まれる方。 
３ 給与所得者の源泉所得税の徴収猶予については、災害による住宅や家財の損害

額がその住宅や家財の価額の１/２以上で、かつ、その年分の所得金額の見積額

が１，０００万円以下である方などが対象。 
４ 納税の猶予については、納税者（源泉徴収義務者を含む）で災害により全積極

財産の概ね１/５以上の損失を受けた方又は災害などにより被害を受けたことに

基づき国税を一時に納付することができないと認められる方が対象。 
５ 申告などの期限の延長については、災害によりその期限までに申告、納付など

をすることができないと認められる方が対象。 
問合先 税務署 
 

19 葬祭の実施（災害救助法） 

支援の種類 現物支給 

支援の内容 
 遺族で遺体の埋葬（火葬）を行うことが困難な場合又は死亡した者の遺族がいな

い場合、自治体が遺族に代わって応急的に埋葬を行う。 

対象者 
 災害救助法が適用された市町村において遺体の埋葬（火葬）を行うことが困難な

遺族の方が対象。また、死亡した者の遺族がいない場合も対象。 
問合先 災害救助法が適用された市町村 
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20 医療保険、介護保険の保険料・窓口負担（利用者負担）の減免・猶予等 
（１）支援の種類：減免、猶予 
  ① 医療保険、介護保険の保険料・窓口負担（利用者負担）について、特列措置が講じられる。 

国民健康保険料及び一部負

担金等の減免等 
 国民健康保険の被保険者について、保険料や医療費一部

負担金の減免等の措置が講じられる。 
健康保険料等の納期限の延

長・免除及び一部負担金の

減免 

 事業所の健康保険法、厚生年金保険法等に関する保険料

等の納期限又は徴収期限が延長される場合がある他、保険

料が免除される場合がある。また、一部負担金の減免措置

が講じられる場合がある。 
介護保険料及び利用者負担

額等の減免等 
介護保険料や利用者負担額等の減免等が講じられる。 

（２）対象者 
 ご加入の医療保険者や市町村にご確認ください。 

（３）問合先：各医療保険者、市町村、医療機関、日本年金機構年金事務所 

 

21 公共料金・使用料等の特別措置 

支援の種類 減免 

支援の内容 

１ 災害により被害を受けた被災者に対しては、都道府県や市町村において、各自

治体が所管する公共料金や施設使用料、保育料等か軽減・免除されることがある。 
２ 電気、ガス、電話料金等についても、各種料金の軽減・免除が実施されること

がある。 
対象者 対象者については、都道府県、市町村、関係事業者が定めることになる。 
問合先 県、市町村、関係事業者 
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22 放送受信料の免除 

支援の種類 減免 

支援の内容 

１ 災害により被害を受けた受信契約者に対して、一定期間 NHK の放送受信料が

免除される。 
２ 免除にあたっては、NHK による確認調査、または受信契約者からの届け出に

より免除の対象者を確定する。 

対象者 

１ 災害救助法が適用された区域内において、半壊・半焼又は床上浸水以上程度の

被害を受けた建物で受信契約している方 
２ このほか、災害による被害が長期間にわたる場合などに免除が実施されること

がある。 
問合先 日本放送協会 
 

23 生活保護 

（１）支援の種類：給付 
（２）支援の内容 
  ①生活に現に困窮している方に、最低限度の生活の保障と自立の助長を図ることを目的に、困

窮の程度に応じて必要な保護を行うもの。 
  ②生活保護の受給にあたっては、各種の社会保障施策による支援、不動産等の資産、稼働能力

等の活用が保護実施の前提になる。また、扶養義務者による扶養は保護に優先される。 
  ③生活保護は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及

び葬祭扶助から構成されている。医療扶助及び介護扶助は、医療機関等に委託して行う現物

給付を原則とし、それ以外は金銭給付が原則。 
  ④扶助の基準は、厚生労働大臣が設定する。 

項   目 東京都区部等 地方郡部等 
標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，３８０円 １２９，９１０円 
高齢者単身世帯（６８歳） ７９，７９０円 ６４，４８０円 
母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １８８，１４０円 １５８，１７０円 

(平成３０年度生活扶助基準) 
（３）対象者：資産や能力等すべてを活用した上でも最低生活が営めない方 
（４）問合先：県、市町村 
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24 未払賃金立替払制度 

支援の種類 その他 

支援の内容 

１ 企業倒産により賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、未払賃金の

一部を、独立行政法人労働者健康福祉機構が事業主に代わって支払う。 
２ 対象となる未払賃金は、労働者が退職した日の６カ月前から立替払請求日の前

日までに支払期日が到来している定期賃金と退職手当のうち未払となっている

もの(上限有り)。ボーナスは立替払の対象とはならない。また、未払賃金の総額

が２万円未満の場合も対象とはならない。 
３ 立替払した場合は、独立行政法人労働者健康福祉機構がその分の賃金債権を代

位取得し、本来の支払責任者である使用者に求償する。 

対象者 

１ 次に掲げる要件を満たしている場合は立替払を受けることができる。 
（１）使用者が、 
 ①労災保険の適用事業に該当する事業を行っていたこと 
 ②１年以上事業活動を行っていたこと 
 ③ア 法律上の倒産(破産、特別清算、民事再生、会社更生の場合)をしたこと。 
  この場合は、破産管財人等に倒産の事実等を証明してもらう必要がある。 
  イ 事実上の倒産（中小企業が事業活動を停止し、再開する見込みがなく、賃

金支払能力がない場合）をしたこと 
  この場合は、労働基準監督署長の認定が必要。労働基準監督署に認定の申請を

行うこと。 
（２）労働者が、倒産について裁判所への申立て等（法律上の倒産の場合）又は労

働基準監督署への認定申請）事実上の倒産の場合）が行われた日の６か月前の

日から２年の間に退職した者であること 
問合先 労働基準監督署、独立行政法人労働者健康福祉機構 
 

25 雇用保険の失業等給付 

支援の種類 給付 

支援の内容 
災害を受けたことにより休止・廃止したために、休業を余儀なくされ、賃金を受

け取ることができない方や、一時的に離職を余儀なくされた方については、実際に

離職していなくとも失業給付が受給できる。 
対象者 災害により休業を余儀なくされた方、または一時的に離職を余儀なくされた者 
問合先 公共職業安定所 
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26 職業訓練 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支援の種類 その他 

支援の内容 
１ 震災により離職した者が、再就職のための技能や知識を身につける必要がある

場合、無料で職業訓練を受けることができる。 
２ また、訓練期間中に生活費が支給される制度もある。 

対象者 
震災により離職した者が、再就職のための技能や知識を身につける必要、その職

業を受けるために必要な能力等を有するなどの要件を満たして、公共職業安定所長

の受講あっせんを受けた者。 
問合先 公共職業安定所 
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第２節 住まいの確保・再建のための支援 
 

１ 被災者生活再建支援制度 

（１）支援の種類：給付 
（２）支援の内容 

①災害により住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金を

支給する。 
②支給額は、下記のとおり。 

      （世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額が３/４になる） 
     

被害程度 支給額（定額） 

基礎支援金 加算支援金 合計額 

全壊 
損害割合 
50%以上 

100 万円 

建設・購入 200 万円 300 万円 
補修 100 万円 200 万円 
賃借 50 万円 150 万円 

大規模半壊 
（40～49%） 50 万円 

建設・購入 200 万円 250 万円 
補修 100 万円 150 万円 
賃借 50 万円 100 万円 

中規模半壊 
（30～39%） － 

建設・購入 100 万円 100 万円 
補修 50 万円 50 万円 
賃借 25 万円 25 万円 

     
（３）対象者：住宅が自然災害（暴風、豪雨、地震、津波、液状化等の地盤被害等）により全壊

等(※)又は大規模半壊、中規模半壊した世帯。 
(※)下記の世帯を含む。 
 １ 住宅が半壊し、又は住宅の敷地に被害が生じた場合で、当該住宅の倒壊防止・居住する

ために必要な補修費等が著しく高額となること、その他これらに準ずるやむを得ない事由

により、当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世帯 
 ２ 自然災害等で、危険な状況が継続し、長期にわたり住宅が居住不能になった世帯（長期

避難世帯） 
※被災時に現に居住していた世帯が対象となり、空き家、別荘、他人に貸している物件等は対

象とならない。 
（４）問合先：県、市町村 
 



風水害等対策編 第４部 災害復旧・復興 

第４章 被災者支援に関する各種制度の概要 

第２節 住まいの確保・再建のための支援 

- 342 - 
 

２ 大分県災害被災者住宅再建支援制度 

（１）支援の種類：給付 

 

（２）支援の内容 

①災害の規模にかかわらず、全壊、半壊、床上浸水の被害を受けた全ての世帯に対して支援

金を支給する。 

②支給額は、下記のとおり。 

     （世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額が３/４になる） 

   ※被災者生活再建支援法が適用になる場合は、支給しない。 

    ただし、中規模半壊世帯のみ国制度と併給可能。 

被害程度 支給額（定額） 

基礎支給金 加算支給金 合計額 

全壊 

損害割合 

50%以上 
100 万円 

建設・購入 200 万円 300 万円 

補修 100 万円 200 万円 

賃借 50 万円 150 万円 

半壊 

（20%～49%） 50 万円 

建設・購入 100 万円 150 万円 

補修 80 万円 130 万円 

賃借 50 万円 100 万円 

床上浸水 5 万円 － － 5 万円 

 

・国制度と併給する場合 

被害程度 支給額（定額） 

基礎支給金 加算支給金 合計額 

半壊 

（30%～39%） 50 万円 

建設・購入 － 50 万円  

補修 30 万円 80 万円 

賃借 25 万円 75 万円 

 

（３）対象者：住宅が自然災害（暴風、豪雨、地震、津波、液状化等の地盤被害等）により、全

壊、半壊又は床上浸水し、居住していた市町村に引き続き居住する世帯 

 

留意事項 

１ 被災時に現に居住していた世帯が対象となり、空き家、別荘、他人に貸している物件等

は対象とならない。 

２ 被災時において被災した住宅を所有していない場合は、加算支援金の項目のうち、「賃借」

以外の項目の加算支援金については支給されない。 

３ 被災者生活再建支援法が適用になっている市町村において、次の場合は、被災者生活再

建支援制度において支給される。 

住宅が半壊し、又は住宅の敷地に被害が生じた場合で、当該住宅の倒壊防止・居住す

るために必要な補修費等が著しく高額となること、その他これらに準ずるやむを得な

い事由により、当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世帯 

 

（４）問合先：県、市町村 
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３ 災害復興住宅融資(建設) 

（１）支援の種類：融資 
  ①自然現象により生じた災害又は自然現象以外の原因による災害のうち独立行政法人住宅金

融支援機構が個別に指定する災害により被害を受けた住宅の所有者が、住宅を建設する場合

に受けられる融資。 
  ②融資が受けられるのは、原則として１戸当たりの住宅部分の床面積が１３ｍ２以上 
   １７５ｍ２以下の住宅。 
  ③融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこと

が必要。 
  ④この融資は、融資の日から３年間の元金据置期間を設定でき、据置期間を設定すると返済期

間を延長することができる。 
項  目 構造等 融資限度額 返済期間 

基本融資 

耐火住宅 １，４６０万円 ３５年 
準耐火住宅 １，４６０万円 ３５年 
木造住宅(耐久性) １，４６０万円 ３５年 
本造主宅(一般) １，４００万円 ２５年 

特例加算 ４５０万円 併せて利用する基本融資の

返済期間とおなじ返済期間 士地取得費 ９７０万円 
整地費 ３８０万円 

  ※金利については独立行政法人住宅金融支援機構に確認すること。 
（２）対象者 
  自分が居住するために住宅を建設される方であって、住宅が「全壊」した旨の「り災証明」の

発行を受けた方が対象。（住宅が「大規模半壊」又は「半壊」した「り災証明書」の発行を受け

た方でも一定の条件を満たす場合は、対象となる。) 
（３）問合先：取扱金融機関又は独立行政法人住宅金融支援機構 
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４ 災害復興住宅融資（新築購入、リ・ユース購入） 

（１）支援の種類：融資 
  ①自然現象により生じた災害又は自然現象以外の原因による災害のうち独立行政法人住宅金

融支援機構が個別に指定する災害により被害を受けた住宅の所有者が、新築住宅、リ・ユ

ース住宅を購入する場合に受けられる融資。 
  ②原則として１戸当たりの住宅部分の床面積が５０㎡(マンションの場合４０㎡)以上１７５

㎡以下の住宅で、一戸建ての場合は敷地面積が１００㎡以上であることが必要。 
  ③融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこ

とが必要。 
  ④この融資は、融資の日から３年間の元金据置期間を設定でき、据置期間を設定すると返済

期間を延長することができる。 
 
  ア 新築住宅の購入 

項  目 構造等 融資限度額 返済期間 

購入資金融資 

耐火住宅 １，４６０万円 ３５年 
準耐火住宅 １，４６０万円 ３５年 
本造住宅（耐久性） １，４６０万円 ３５年 
木造住宅（一般） １，４００万円 ２５年 

特例加算 ４５０万円 併せて利用する購入資金

融資の返済期間と同じ返

済期間。 
土地取得費 ９７０万円 

  イ 中古住宅の購入 

構造等 
融資限度額 

リ・ユース リ・ユースプラス 
耐火住宅 １，１６０万円 １，４６０万円 
準耐火住宅 １，１６０万円 １，４６０万円 
木造住宅（耐久性） １，１６０万円 １，４６０万円 
木造住宅（一般） ９５０万円 － 
特例加算 ４５０万円 ４５０万円 
士地取得費 ９７０万円 ９７０万円 

 
建て方 種別 返済期間 

一戸建て等 
リ・ユース住宅 ２５年 
リ・ユースプラス住宅 ３５年 
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マンション 
リ・ユースマンション ２５年 
リ・ユースプラスマンション ３５年 

  ※金利については独立行政法人住宅金融支援機構に確認。 
（２）対象者 
  自分が居住するために住宅を購入する方であって、住宅が「全壊」した旨の「り災証明書」

の発行を受けた方が対象。（住宅が「大規模半壊」又は「半壊」した旨の「り災証明書」の発行

を受けた方でも一定の条件を満たす方は対象となる） 
（３）問合先：取扱金融機関又は独立行政法人住宅金融支援機構 
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５ 災害復興住宅融資(補修) 

（１）支援の内容：融資 
  ①自然現象により生じた災害又は自然現象以外の原因による災害のうち独立行政法人住宅金

融支援機構が個別に指定する災害により被害を受けた住宅の所有者が、住宅を補修する場

合に受けられる融資。 
  ②融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこ

とが必要。 
  ③この融資は、融資の日から１年間の元金据置期間を設定できます（ただし、返済期間は延

長でない） 
項  目 構造等 融資限度額 返済期間 

補修資金融資 
耐火住宅 ６４０万円 ２０年 
準耐火住宅 ６４０万円 ２０年 
木造住宅 ５９０万円 ２０年 

整地費 ３８０万円 
併せて利用する補修資金融資

の返済期間と同じ返済期間 
引方移転費用 ３８０万円  

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構に確認すること。 
（２）対象者 
  自分が居住するために住宅を補修される方で、住宅に１０万円以上の被害を受け、「り災証明

書」の発行を受けた方。 
（３）問合先：取扱金融機関又は独立行政法人住宅金融支援機構 

 
６ 住宅金融支援機構融資の返済方法の変更 

支援の種類 その他 

支援の内容 

１ 独立行政法人住宅金融支援機構が指定する災害により被害を受けた返済中の

被災者（旧住宅金融公庫から融資を受けて返済中の被災者を含む。）に対して、

返済方法を変更することにより被災者を支援するもの。 
２ 支援内容の概要 

①返済金の払込みの据置：１～３年間 
②据置期間中の金利の引き下げ：０．５～１．５％減 
③返済期間の延長：１～３年 

３ 支援の内容は、災害発生前の収入額や災害発生後の収入予定額、自己資金額等

を加味した「り災割合」に応じて決まる。 
 ※詳細については、住宅金融支援機構又は取扱金融機関に確認のこと。 
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対象者 

 以下のいずれかに該当する事業者 
①商品、農作物その他の事業財産又は勤務先が損害を受けたため、著しく収入が

減少した方 
②融資住宅が損害を受け、その復旧に相当の費用が必要な方 
③債務者又は家族が死亡・負傷したために、著しく収入が減少した方 

問合先 独立行政法人住宅金融支援機構又は取扱金融機関 
 

７ 生活福祉資金制度による貸付(住宅の補修等) 

（１）支援の種類：融資 
  ①災害により被害を受けた住宅の補修、保全、増築、改築等に必要な経費を貸付ける。 
  ②貸付限度額 

貸付限度額 ２５０万円以内(目安) 

貸付利率 
・連帯保証人を立てた場合：無利子 
・連帯保証人を立てない場合：年１．５% 

据置期間 ６か月以内 
償還期間 ７年以内(目安) 

（２）対象者 
  ①低所得世帯、障がい者世帯、介護を要する６５才以上の高齢者のいる世帯 
  ②災害弔慰金の支給等に関する法律の災害援護資金の対象となる世帯は適用除外。 
（３）問合先：市町村、社会福祉協議会、大分県社会福祉協議会 

 
８ 母子寡婦福祉資金の住宅資金 

（１）支援の種類：融資 
  ①災害により被害を受けた住宅の補修、保全、増築、改築等に必要な経費を貸付ける。 

  ②貸付限度額等 
貸付限度額 ２００万円以内 
貸付利率 ・連帯保証人がいる場合：無利子 

・連帯保証人がいない場合：年１．５% 
据置期間 ６か月 

※貸付けの日から２年を超えない範囲内で延長することも可能 
償還期間 ７年 

（２）対象者 
   住宅が全壊・半壊、全焼・半焼、流出、床上浸水等の被害を受けた母子・寡婦世帯 

（３）問合先：県、市町村、社会福祉協議会 
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９ 公営住宅への入居 

支援の種類 現物支給 

支援の内容 

１ 低所得の被災者は、都道府県又は市町村が整備する公営住宅に入居することが

できる。 

２ 公営住宅の家賃は収入に応じて設定されるが、必要があると認められる場合

は、一定期間、家賃が減免されることがある。 

対象者 

１ 以下の要件を満たす方 

①住宅困窮要件：災害によって住宅を失い、現に住宅に困窮していることが明ら

かな方 

②同居親族要件：現に同居し、又は同居しようとする親族がある方 

③入居収入基準：２１万４干円以下（災害発生日から３年を経過した後は１５万

８千円) 

２ 一定の戸数以上の住宅が滅失した地域において自らの住宅を失った者等につ

いては、入居収入基準はなし。 

※公営住宅に入居できる世帯の資格要件については、公営住宅を整備する地法公共

団体(都道府県、市町村)で別に定める場合がある。 

問合先 県、市町村 

 

10 特定優良賃貸住宅等への入居 

支援の種類 現物支給 

支援の内容 
 被災者の方は、都道府県、市町村、地方住宅供給公社、民間土地所有者等が整備

する特定優良賃貸住宅等に入居することができる。 

対象者 

 以下の要件を満たす方が対象 

 ①災害、不良住宅の撤去その他の特別の事情がある場合において賃貸住宅に入居

させることが適当である者として都道府県知事が認めるもの（４８万７干円以下で

当該都道府県知事が定める額以下の所得のある者（１５万８干円に満たない所得の

ある者にあっては、所得の上昇が見込まれる者）に限る) 

問合先 県、市町村 
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11 住宅の応急修理（災害救助法） 

支援の種類 現物支給 
支援の内容 １ 災害救助法に基づく住宅の応急修理は災害により住宅が半壊し、自ら修理する

資力のない世帯に対して、被災した住宅の居室、台所、トイレ等日常生活に必

要な最小限度の部分を応急的に修理する。 
２ 応急修理は、市町村が業者に委託して実施（費用は災害救助法施行細則に掲げ

る額以内）。 
対象者  災害救助法が適用された市町村において、以下の要件を満たす方 

①災害により住宅が半壊又は半焼した者 
②応急仮設住宅等に入居していない者（応急修理の期間が 1 か月を超えると見込

まれる者であって、他の住まいの確保が困難な場合を除く） 
③修理した住宅での生活が可能となると見込まれる者 
④自ら修理する資力のない世帯 
（※大規模半壊以上の世帯については資力を問わない） 

※世帯年収や世帯人員などの条件については、市町村に相談すること。 
問合先 県、災害救助法が適用された市町村 

 

12 応急仮設住宅の供与（災害救助法） 

 

13 障害物の除去（災害救助法） 

支援の種類 現物支給 
 
支援の内容 

１ 県又は市町村が建設した応急仮設住宅に入居可能。 
２ 県又は市町村が借り上げた民間賃貸住宅や公営住宅等に入居可能。 

（住宅の応急修理との併用不可。ただし、応急修理の期間が 1 か月を超えると

見込まれる者であって、他の住まいの確保が困難な場合は、発災日から最大 6 か

月間は、応急仮設住宅に入居可能。） 
問合先 都道府県、災害救助法が適用された市町村 

支援の種類 現物給付 

支援の内容 

 

 

 

 

１ 災害救助法に基づく障害物の除去は、災害によって土石、竹木等の障害物が住

家又はその周辺に運び込まれ日常生活を営むのに支障をきたしている者に対し、

これを除去するもの（費用は災害救助法施行細則に掲げる額以内）。 

２ 障害物の除去は、居室、台所、玄関、便所等のように生活上欠くことのできな

い場所を対象とし、応急的な除去に限られる。 
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14 宅地防災工事資金融資 
（１）支援の種類：融資 
  ①災害によって崩壊又は危険な状況にある宅地については、宅地造成及び特定盛土等規制法、

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、建築基準法に基づき、その所有者に改善勧

告又は改善命令が出される。 
  ②改善勧告又は改善命令を受けた方に対して、のり面の保護、排水施設の設置、整地・擁壁の

設置(旧擁壁の除去を含む)の工事のための費用を融資する。 
融資限度額 １，０３０万円又は工事費の９割のいずれか低い額 
償還期間 １５年以内 

   ※金利については独立行政法人住宅金融支援機構に確認すること。 
（２）対象者 
   宅地造成及び特定盛土等規制法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、建築基準

法に基づき、改善勧告又は改善命令を受けた方 
（３）問合先：取扱金融機関又は独立行政法人住宅金融支援機構 

  

対象者 

 

 

 

災害救助法が適用された市町村において、以下の要件を満たす方 

１ 自らの資力では障害物を除去し、当面の日常生活が営み得ない状態であるこ

と。 

２ 住家は、半壊半焼又は床上浸水したものであること（但し、生活に支障がなけ

れば認められない。）。 

 

※そこに居住していた世帯に対して行うもので、自らの所有する住家か、借家等か

を問わない。 

問合先 災害救助法が適用された市町村 
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15 地すべり等関連住宅融資 

（１） 支援の種類：融資 

  ①地すべりや急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれのある家屋を移転したり、これに代わ

るべき住宅を建設する場合の資金を融資する。 

  ②融資の対象となる地すべり等関連住宅には主に次のタイプがある。 

地すべり 

関連住宅 

 地すべり等防止法の規定により都道府県知事の承認を得た関連事業計画に基づい

て移転される住宅部分を有する家屋又は関連事業計画に基づいて除却される住宅部

分を有する家屋に代わるべきものとして新たに建設される住宅部分を有する家屋。 

土砂災害 

関連住宅 

 土砂災害警戒区域等における砂災害防止対策の推進に関する法律の規定による勧

告に基づいて移転される住宅部分を有する家屋又は勧告に基づいて除去される住宅

部分を有する家屋に代わるべきものとして新たに建設される住宅部分を有する家屋 

  ③融資対象となる住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構の定める基準を満たすこと

が必要。 

 

 ●移転資金、建設資金又は新築住宅の購入 

 融資限度額 

返済期間 
構造等 

移転資金 

建設資金又は

新築購入資金 

士地取得資金 

耐火住宅 

準耐火住宅 

木造住宅(耐久性) 

１，４６０万円 ９７０万円 ３５年 

木造住宅(一般) １，４００万円  ２５年 

特例加算 

４５０万円 

  供せて利用する移転資金、建設資金

又は新築購入資金の各融資の返済期

間と同じ返済期間 

 ●中古住宅の購入 

構造等 
融資限度額 

リ・ユース リ・ユースプラス 

耐火住宅 １，１６０万円 １，４６０万円 

準耐火住宅 １，１６０万円 １，４６０万円 

木造住宅（耐久性） １，１６０万円 １，４６０万円 

木造住宅（一般) ９５０万円 一 

特例加算 ４５０万円 ４５０万円 
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土地取得費 ９７０万円 ９７０万円 

 
建て方 種 別 返済期間 

一戸建て等 
リ・ユース住宅 ２５年 
リ・ユースプラス住宅 ３５年 

マンション 
リ・ユースマンション ２５年 
リ・ユースプラスマンション ３５年 

※金利については独立行政法人住宅金融支援機構に確認。 
（２）対象者 
   関連事業計画若しくは改善命令若しくは勧告に基づいて、住宅を移転又は除去する際の当該

家屋の所有者、賃借入又は居住者で、地方公共団体から移転等を要することを証明する書類の

発行を受けた方が対象。 
（３）問合先：取扱金融機関又は独立行政法人住宅金融支援機構 
 
(参考)り災証明書とは 
 り災証明書は、地方自治法第２条に定める自治事務として、市町村が被災状況の現地調査等を

行い、確認した事実に基づき発行する証明書であり、各種の被災者支援制度の適用を受けるにあ

たって必要とされる家屋の被害程度について証明するものである。 
 り災証明書により証明される被害程度としては、全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊、床上浸

水・床下浸水、全焼、半焼等があり、「災害の被害認定基準について」(平成１３年６月２８日府

政防第５１８号内閣府政策統括官（防災担当）通知)等に基づき被害程度の認定が行われる。 
１ 被害認定基準 

住家全壊 
（全焼・全流出） 

 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住

家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だし

く、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、

住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がその住家の延床面

積の７０%以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素の経

済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が

５０%以上に達した程度のものとする。 

住家半壊 
（半焼） 

 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわ

ち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度

のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の２０%以上

７０%未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全

体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０%以上５０%未
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満のものとする。 

住家大規模半壊 

 「住家半壊」の基準のうち、損壊部分がその住家の延床面積の５０%
以上７０%未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住

家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が４０%以上５

０%未満のものとする。 
２ 問合先：市町村 
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第３節 農林漁業・中小企業・自営業への支援 
 

１ 天災融資制度（国が実施する災害資金） 

（１）支援の種類：融資 
  ①天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法の発動に基づき、政

令で指定された天災によって被害を受けた農林漁業者に対して再生産に必要な低利の経営

資金を、被害を受けた農協等の組合に対しては事業資金をそれぞれ融資し、経営の安定化

を図る。 
 
●天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法 

項 目 
①又は②のうちどちらか低い金額 

①損失額の% ②万円 
個人 法人 

農業者 
果樹栽培者・家畜等飼

養者 ５５  ５００  ２，５００ 

一般農業者 ４５  ２００  ２，０００ 
林業者 ４５  ２００  ２，０００ 

漁業 

漁具購入資金 ８０  ５，０００  ５，０００ 
漁船建造・取得資金 ８０  ５００  ２，５００ 
水産動植物養殖資金 ５０  ５００  ２，５００ 
一般漁業者 ５０  ２００  ２，０００ 

被害組合 
８０ 単 協 ２，５００ 

連合会 ５，０００ 
 
（２）被害が特に激甚である場合には、激甚災害法を適用する政令が制定されることにより、通

常の天災資金より貸付条件が緩和される。 
●激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

項 目 
①又は②のうちどちらか低い金額 

①損失額の% ②万円 
個人 法人 

農業者 
果樹栽培者・家畜等飼

養者 ８０  ６００  ２，５００ 

一般農業者 ６０  ２５０  ２，０００ 
林業者 ６０  ２５０  ２，０００ 

漁業 

漁具購入資金 ８０  ５，０００  ５，０００ 
漁船建造・取得資金 ８０  ６００  ２，５００ 
水産動植物養殖資金 ６０  ６００  ２，５００ 
一般漁業者 ６０  ２５０  ２，０００ 

被害組合 
８０ 単 協 ２，５００ 

連合会 ５，０００ 
①貸付利率、償還期限 

資格者 貸付利率 償還期限 
(ア) 被害農林漁業者で、損失額が３０%未

満の者 
（激甚災適用の場合） 

６．５%以内 ３年、４年、５年以内 
 
４年、５年、６年以内 
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（イ） 被害農林漁業者で、損失額が３０%以上

の者 
（激甚災適用の場合） 

５．５%以内 ５年、６年以内 
 
６年、７年以内 

（ウ） 特別被害農林漁業者 
（激甚災適用の場合） 

３．０%以内 ６年以内 
７年以内 

 
（３）対象者 
   次の基準に該当すると市町村長の認定を受けた方 

(ア)被害農林漁業者 (イ)特別被害農林漁業者 
１ 農作物等の減収量が平年収穫量の３０%以上で

かつ損失額が平均農業収入の１０%以上 
２ 樹体の損失額が３０%以上 

左のうち損失額が５０%以上 

１ 林産物の流失等による損失額が、平年林業収入

の１０%以上 
２ 林業施設の損失額が５０%以上 

左のうち損失額が５０%以上 
 
左のうち損失額が７０%以上 

１ 水産物の流失等による損失額が、平年漁業収入

の１０%以上 
２ 水産施設の損失額が５０%以上 

左のうち損失額が５０%以上 
 
左のうち損失額が７０%以上 

（４）問合先：市町村 
 
２ 農林漁業者に対する資金貸付（常時対応可能） 

支援の種類 融資 

支援の内容 

●災害により被害を受けた農林漁業者に対して、各種の資金貸付を行う。 
１ 株式会社日本政策金融公庫 

資金名 資金の使い途 貸付限度額 償還期間 
農林漁業セー

フティネット

資金 

災害により被害

を受けた農林漁

業経営の再建に

必要な資金を融

資 

一般：６００万

円 
特認：年間経営

費の６／１２

又は年間粗収

益の６／１２

のいずれか低

い額 

１０年以内（うち３年

以内の据置可能） 

農林漁業施設

資金 
災害により被災

した農林漁業施

設の復旧のため

の資金を融資 

一般：負担額の

８０％又は１

施設当たり３

００万円のい

ずれか低い額 
特認：負担額の

８０％又は１

施設あたり６

００万円のい

ずれか低い額 
漁船： 
・総トン数２０

トン未満の漁

１５年以内（うち３年

以内の据置可能） 
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船：負担額の８

０％又は１隻

当たり１千万

円のいずれか

低い額 
・総トン数２０

トン以上の漁

船：負担額の８

０％又は１隻

当たり４．５億

円～１１億円

のいずれか低

い額 
農業基盤整備

資金 
農地・牧野又はそ

の保全・利用上必

要な施設の復旧

のための資金を

融資 

負担額の１０

０％ 
２５年以内（うち１０

年以内の据置可能） 

農業経営基盤

強化資金 
災害により被害

を受けた農林漁

業経営の再建に

必要な資金を融

資 

個人３億円、法

人１０億円 
２５年以内（うち１０

年以内の据置可能） 

経営体育成強

化資金 
災害により被害

を受けた農林漁

業経営の再建に

必要な資金を融

資 

① 負担額の８

０％ 
② 個人１．５

億円、法人

５億円 

２５年以内（うち３年

以内の据置可能） 

林業基盤整備

資金 
森林、林道等の復

旧のための資金

を融資 

①復旧造林：負

担額の８０％

（計画森林は

負担額の９

０％） 
②樹苗養成施

設：負担額の８

０％ 
③ 林道：負担

額の８０％ 

①復旧造林：３０年以

内（うち２０年以内の

据置可能）※別途特認

要件あり 
②樹苗養成施設：１５

年以内（うち５年以内

の据置可能） 
③林道：２０年以内

（うち３年以内の据

置可能）※別途特認要

件あり 
漁業基盤整備

資金 
漁港、漁場施設の

復旧のための資

金を融資 

負担額の８

０％ 
２０年以内（うち３年

以内の据置可能） 
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２ 農協・漁協等 
資金名 資金の使い途 貸付限度額 償還期間 
農業近代化資金 災害により被災し

た農業施設等の復

旧のための資金を

融資（認定農業者、

集落営農組織の

み） 

①個人１，８

００万円 
②法人２億円 

１５年以内（う

ち７年以内の据

置可能） 

農業経営負担軽

減支援資金 
既往債務の負担を

軽減するための負

債整理資金を融資 

営農負債の残

高 
１５年以内（う

ち３年以内の据

置可能） 
漁業近代化資金 災害により被災し

た漁船、漁業用施

設等の復旧のため

の資金を融資 

１，８００万

円～３．６億

円 

１５年以内（う

ち３年以内の据

置可能） 

 
●上記のほかにも農林漁業者に対する長期・低利の資金の貸付を行っているの

で、各種貸付事業の詳細については下記問合先まで。 
対象者 農林漁業者 
問合先 株式会社日本政策金融公庫、農協・漁協等 
３ 災害復旧貸付 

（１）支援の種類：融資 
  ①災害により直接的・間接的な被害を受けた中小企業者に対して、事業所復旧のための資

金を融資。 
  ②災害復旧資金貸付は、株式会社日本政策金融公庫、株式会社商工組合中央金庫において、

受付を行う。 
  ③株式会社日本政策金融公庫の場合の貸付限度額等 
   ○国民生活事業  

貸付限度額 各融資制度の限度額に１災害あたり上乗せ３千万円 
償還期間 各融資制度の返済期間以内 

   ○中小企業事業 
貸付限度額 １億５干万円以内 
償還期間 設備資金１５年以内（うち２年以内の据置可能） 

運転資金１０年以内（うち２年以内の据置可能） 
  ④株式会社商工組合中央金庫の場合の貸付限度額等 

貸付限度額 必要に応じ一般貸付枠を超える額 

償還期間 設備資金１０年以内（うち２年以内の据置可能） 
運転資金１０年以内（うち２年以内の据置可能） 

  ⑤株式会社日本政策金融公庫、株式会社商工組合中央金庫によって、貸付限度額や貸付条

件等が異なる 
（２）対象者：中小企業経営者、中小企業協同組合・振興組合等 
（３）問合先：株式会社日本政策金融公庫、株式会社商工組合中央金庫 
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４ 災害復旧高度化資金 

（１）支援の種類：融資 
  ①大規模な災害により、既往の高度化資金の貸付を受けた事業用資産がり災した場合、被

害を受けた施設の復旧を図る場合又は施設の復旧にあたって新たに高度化事業を行う場

合に、都道府県又は独立行政法人中小企業基盤整備機構が高度化資金を貸付ける。 
貸付割合 ９０%以内・ 
償還期間 ２０年以内（うち３年以内の据置可能） 
貸付利率 無利子 

（２）対象者 
   中小企業経営者、中小企業協同組合・振興組合等であって、以下のいずれかに該当する

場合 
  ①既存の高度化資金貸付を受けて取得・設置した施設が被災した場合 
  ②施設の復旧にあたって新たに高度化事業を行う場合 
（３）問合先：県、独立行政法人中小企業基盤整備機構 

 
５ 経営安定関連保証 

支援の種類 融資(保証) 

支援の内容  災害などの理由により影響を受けた中小企業者に対して、経営の安定を図る

ために必要な資金について保証を行う。 

対象者  中小企業信用保険法第２条第５項第４号により主たる事業所の所在地を管轄

する市町村長から、「特定中小企業者」であることの認定を受けた方。 
問合先 信用保証協会 
 
６ 小規模事業者経営改善資金融資（通称：マル経融資） 

支援の種類 融資 

支援の内容 

１ 小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）制度は、商工会・商工会議

所・都道府県商工会連合会の経営指導員が経営指導を行うことによって日本

政策金融公庫が無担保・無保証人・低利で融資を行う制度。 
２ 貸付限度額：２０百万円 
３ 貸付期間：設備資金は１０年以内（措置期間２年以内） 
          運転資金は７年以内（措置期間１年以内） 

対象者 １ 小規模事業者 
  常時使用する従業員が 20 人以下（商業・サービス業の場合は５人以下）の

法人・個人事業主 
２ 商工会・商工会議所の経営指導を受けている等の要件を満たす者。 

問合先 最寄りの商工会・県商工会連合会、最寄りの商工会議所 
 

７ 災害関係保証 

支援の種類 融資(保証) 

支援の内容 
激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づく政令で指

定した激甚災害により被災した中小企業者に対して、災害復旧に必要な資金に

ついて保証を行う。 
対象者 被災地域に事業所を有し、災害を受けた中小企業者（個入、会社、医療法人、

組合） 
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問合先 信用保証協会 
 

８ 復旧・復興のための経営相談 

支援の種類 経営相談 

支援の内容 

１ 被災地への震災復興支援アドバイザー 
  中小機構が、被災中小企業や被災地域の自治体、支援機関に震災復興アド

バイザーを派遣し、中小企業等の幅広い支援ニーズに対して無料でアドバイ

スを実施する。 
２ 商工会、商工会議所における経営相談 
  商工会や商工会議所において、窓口相談や巡回相談等を行います。 

対象者  中小企業等 
問合先 中小企業基盤整備機構の最寄りの窓口、最寄りの商工会、最寄りの商工会議

所 
 

 

９ 職場適応訓練費の支給 

支援の種類 給付 

支援の内容 

１ 職場適応訓練を実施する事業主に対して訓練費を支給する。また、訓練生

に対して雇用保険の失業等給付を支給する。 
２ 事業者は、訓練費として職場適応訓練生１人につき２４，０００円／月（重

度の障がい者２５，０００円／月）が支給される。短期の職場適応訓練につ

いては、９６０円／日（重度の障がい者１，０００円／日)。 
３ 訓練期間は、６か月（中小企業及び重度の障がい者に係る訓練等１年）以

内。短期の職場適応訓練については、２週間（重度の障がい者に係る訓練４

週間）以内。 

対象者 

 職場適応訓練は、雇用保険の受給資格者等であって、再就職を容易にする

ため職場適応訓練を受けることが適当であると公共職業安定所長が認める者

を、次のイからホに該当する事業主に委託して行う。 
 イ 職場適応訓練を行う設備的余裕があること 
 ロ 指導員としての適当な従業員がいること 
 ハ 労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険、厚生年金保険等に加入し、

又はこれらと同様の職員共済制度を保有していること 
 ニ 労働基準法及び労働安全衛生法の規定する安全衛生その他の作業条件が

整備されていること 
 ホ 職場適応謂練修了後、引き続き職場適応訓練を受けた者を雇用する見込

みがあること 
問合先 公共職業安定所又は都道府県労働局 
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第１節 激甚災害指定の手続き 

 

第２節 特別財政援助 
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 「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１５０号）」（以

下、「激甚法」という。）に基づく激甚災害の指定を受けるため、災害の状況を速やかに調査し、

実情を把握して早期に激甚災害の指定を受けられるように措置し、災害復旧事業費等の負担の適正

化と迅速な復旧に努めるものとする。 

 

 関係法令 

・災害対策基本法第９７条～第９８条 

・激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

 

 対策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 

 
 
 
第１節 激甚災害指定の手続 
 

１ 県内に大規模な災害が発生した場合、知事は市町村の被害状況を検討のうえ、激甚災害及び局

地激甚災害の指定を受ける必要があると思われる事業について関係各部に必要な調査を行わせる

ものとする。 

２ 県関係各部は、激甚法に定める必要な事項を速やかに調査し、早期に激甚災害の指定を受けら

れるよう措置するものとする。 
３ 市町村長は、県が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等について協力するものとする。 

４ 内閣総理大臣は、知事等の報告に基づき、中央防災会議の意見を聞いて、激甚被害として指定

すべき災害かどうか判断する。この場合、中央防災会議は、内閣 総理大臣に答申するに際し、

激甚被害指定基準又は局地激甚災害指定基準に基づいて、激甚災害として指定すべき災害かどう

か答申することになっている。 
  

第１激甚災害指定手続き 

第２特別財政援助額の交付手続き 

１ 公共土木施設災害復旧に関する 
  特別の財政援助 

激 

甚 

災 

害 

の 

指 

定 

２ 農林水産業に関する特別の助成 

３ 中小企業に関する特別の助成 

４ その他の特別財政援助及び助成 
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（１）激甚災害指定基準（本激の基準） 

   激甚災害に対処するための特別の財政援助等の措置を行う必要がある災害の指定基準は次の

とおりとする。（昭和３７年１２月７日、中央防災会議決定指定基準） 

適用条項（適用措置） 指 定 基 準 担当部局 

激甚法第３条、第４条

（公共土木施設災害復

旧事業等に関する特別

の財政援助） 

 

Ａ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.5％ 
又は 
Ｂ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.2％ 
 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上ある場合 
 １ 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の標準税収入×25％ 
 ２ 県内市町村の査定見込総額＞県内全市町村の標準税収入×5％ 

土木建築

部 
河川課 

激甚法第５条（農地等の

災害復旧事業等に係る

補助の特別措置） 
 
 
 

Ａ 農地等の災害復旧事業等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 
又は 

Ｂ 農地等の災害復旧事業等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 

かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上ある場合 
 １ 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の農業所得推定額×4％ 
 ２ 一の都道府県の査定見込額＞10億円 

農林水産 
部 
農地・農

村整備課 

激甚法第６条（農林水産

業共同利用施設災害復

旧事業費の補助の特例） 
 
 
 

１ 激甚法第５条の措置が適用される場合 
又は 
２ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×1.5％で激甚法第８条の措置が 

適用される場合 
 ただし、１及び２とも、当該被害見込額が5千万円以下の場合は除く。 
 
 ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係るも

のについて、当該災害に係る漁業被害見込額が農業被害見込額を超え、かつ、

次のいずれかに該当する激甚災害に適用する。 
３ 漁船等の被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.5％  
又は 
４ 漁業被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.15％で激甚法第8条の措置  

が適用される場合 
 
 ただし、３及び４とも、水産業共同利用施設に係る被害見込額が5千万円

以下の場合を除く。 

農林水産 
部 
団体指

導・金融

課 

激甚法第８条（天災によ

る被害農林漁業者等に

対する資金の融通に関

する暫定措置の特例） 
 
 
 
 

Ａ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 
又は 
Ｂ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 
 かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上ある場合 
 一の都道府県の特別被害農業者＞当該都道府県の農業者×3％ 
 
 ただし、Ａ及びＢとも、高潮、津波等特殊な原因による災害であって、そ

の被害の態様から、この基準によりがたいと認められるものについては、災

害の発生のつど被害の実情に応じて個別に考慮する。 

農林水産 
部 
団体指

導・金融

課 
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激甚法第11条の２（森林

災害復旧事業等に対す

る補助） 
 
 
 
 
 
 

Ａ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×5％ 

又は 

Ｂ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.5％ 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上ある場合 

 １ 一の都道府県の林業被害見込額＞当該都道府県の生産林業所得推定 
  額×60％ 

 ２ 一の都道府県の林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.0％ 

 

 ただし、Ａ及びＢとも、林業被害見込額は樹木に係るものに限り、精算林

業所得推定額は木材生産部門に限る。 

農林水産 
部 
森林保全

課、林務

管理課 

激甚法第12条（中小企業

信用保険法による災害

関係保証の特例） 

 
 
 
 

Ａ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額 
又は 
Ｂ 中小企業関係被害額＞全国中小企業推定所得額×0.06％ 
 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上ある場合 
 １ 一の都道府県の中小企業関係被害額＞当該都道府県の中小企業所得  

推定額×2％ 
 ２ 一の都道府県の中小企業関係被害額＞1,400 億円 
  
 ただし、火災の場合又は激甚法第12条の適用の場合における中小企業関連

被害額の全国中小企業所得推定額に対する割合については、被害の実情に応

じ特例措置が講じられることがある。 

商工 

観光 

労働部 

経営創

造・ 

金融課 

激甚法第16条（公立社会

教育施設災害復旧事業

に対する補助）、第17

条（私立学校施設災害復

旧事業に対する補助）、

第19条（市町村施行の感

染症予防事業に関する

負担の特例） 

激甚法第２章の措置が適用される場合。ただし、当該施設に係る被害又は当

該事業量が軽微であると認められる場合を除く。 
 

教育庁 
教育財務

課 

激甚法第22条（罹災者公

営住宅建設等事業に対

する補助の特例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ 被災地全域滅失戸数≧4,000 戸 
又は 
Ｂ １ 被災地滅失全域戸数≧2,000 戸 
  かつ、次の要件に該当する市町村が１以上ある場合 

(1)一の市町村の区域内の滅失戸数≧200 戸 
(2)住宅戸数の 1 割以上 

 又は 
  2  被災地全域滅失戸数≧1，200 戸 
  かつ、次の要件に該当する市町村が 1 以上ある場合 

(1)一の市町村の区域内の滅失戸数≧400 戸 
(2)住宅戸数の 2 割以上 

 
 ただし、Ａ及びＢとも、火災の場合における被災地全域の滅失戸数につい

ては、被害の実情に応じた特例的措置が講ぜられることがある。 

土木建築

部 
建築住宅

課 

激甚法第24条（小災害債

に係る元利償還金の基

準財政需要額への算入

等） 

激甚法第２章又は第５条の措置が適用される場合。 
災害の実情に応じ、その都度検討する。 

 

上記以外の措置   
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（２）局地激甚災害指定基準（局激の基準） 

   災害を市町村単位の被害の規模でとらえ、限られた地域内で多大な被害を被ったものについ

て、激甚災害として指定することができるが、その指定基準は次のとおりとする。（昭和 43

年 11 月 22 日、中央防災会議決定指定基準） 

適用条項（適用措置） 指 定 基 準  

 激甚法第２章（第３,

第４条）（公共土木施

設災害復旧事業等に関

する特別の財政援助） 
 
 
 

次のいずれかに該当する災害 
① 当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業等の査定事業額が 

次のいずれかに該当する市町村が１以上ある災害（該当する市町村ご

との当該査定事業費の額を合算した額がおおむね１億円未満のもの

を除く。） 
 イ 当該市町村の標準税収入×50％を超える市町村（当該査定事  

業額が 1 千万円未満のものを除く。） 
 ロ 当該市町村の標準税収入が 50 億円以下であり、かつ、当該査  

定事業額が 2 億 5 千万円を超える市町村にあっては、当該標準税  

収入×20％を超える市町村 
 ハ 当該市町村の標準税収入が 50 億円を超え、かつ 100 億円以下  

の市町村にあっては、当該標準税収入×20％に当該標準税収入  

から 50 億円を控除した額×60％を加えた額を超える市町村 
② ①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみて①に

掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該災

害に係る被害箇所の数がおおむね10未満のものを除く。） 

土木建築

部 
河川課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

激甚法第５条（農地等

の災害復旧事業等に係

る補助の特別措置） 
 
 
 

次のいずれかに該当する災害 
① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費＞当該市町 

村の農業所得推定額×10％（災害復旧事業に要する経費が 1 千万円未

満のものを除く。） 
  ただし、当該経費の合算額がおおむね 5 千万円未満である場合を除

く。 
② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲

げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該災害に

係る被害箇所の数がおおむね10未満のものを除く。） 

農林水産 
部 
農地・農

村整備課 
 

 

 

激甚法第６条（農林水

産業共同利用施設災害

復旧事業費の補助特

例） 

次のいずれかに該当する災害 
① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費＞当該市町 

村の農業所得推定額×10％（災害復旧事業に要する経費が 1 千万円未

満のものを除く。） 
  ただし、当該経費の合算額がおおむね 5 千万円未満である場合を除

く。 
② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に 

掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該災

害に係る被害箇所の数がおおむね 10 未満のものを除く。） 
  ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に

係るものについて、当該市町村内の漁業被害額が当該市町村内の農業

被害額を超え、かつ、次の要件に該当する激甚災害に適用する。 
  当該市町村内の漁船等の被害額＞当該市町村の漁業所得推定額 

×10％（漁船等の被害額が 1 千万円未満の者を除く。） 
  ただし、これに該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を合算し

た額がおおむね5千万円未満である場合を除く。 

農林水産 
部 
団体指

導・金融

課 
 
 
 
 
 
 

激甚法第11条の2（森林

災害復旧事業に対する

補助） 
 
 

当該市町村の林業被害見込額（樹木に限る）＞当該市町村の生産林業所

得推定額（木材生産部門）×1.5 倍（林業被害見込額が当該年度の全国

生産林業所得（木材生産部門）推定額のおおむね 0.05％未満のものを除

く。） 
かつ、次の要件のいずれかに該当する市町村が１以上あるもの 

農林水産 
部 
森林保全

課、林務
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１ 大火による災害にあっては、要復旧見込面積＞300ha 
２ その他の災害にあっては、要復旧見込面積＞当該市町村の民有林面

積（人工林に係るもの）×25％ 

管理課 

 

激甚法第12条（中小企

業信用保険法による災

害関係保証の特例） 

中小企業関係被害額＞当該市町村の中小企業所得推定額×10％ 
（被害額が 1 千万円未満のものを除く。） 
 ただし、当該被害額を合算した額がおおむね5千万円未満である場合

を除く。 

商工 

観光 

労働部 

経営創

造・金融

課 

 

激甚法第24条（小災害

債に係る元利償還金の

基準財政需要額への算

入等） 

激甚法第２章又は第５条の措置が適用される場合。 
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第２節 特別財政援助 
 

 市町村長は激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、県関係部局に提出す

るものとする。 

 県関係部局は、激甚法に定められた事業を実施するものとする。 

 激甚災害の指定を受けたとき、県関係部局は、事業の種別ごとに激甚法及び算定の基礎となる法

令に基づき負担金、補助等を受けるための手続きを実施するものとする。 

 なお、激甚災害に対して適用すべき特別措置のうち、主要なものの概要は次のとおりである。 

 

１ 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（激甚法第２章：第３条、第４条） 

  河川、道路、港湾等の公共土木施設、保護施設、児童福祉施設等の厚生施設や公立学校などが

災害により被害を受けた場合には、それぞれ、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和２

６年法律第９７号）、生活保護法（昭和２５年５月４日法律第１４４号）、児童福祉法（昭和２

２年１２月１２日法律第１６４号）、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和２８年８月２７

日法律２４７号）等の根拠法令に基づき災害復旧事業等が行われるが、激甚法第３条及び第４条

が適用されると、これらの災害復旧事業等に係る国庫負担率又は補助率がその額に応じて累進的

に嵩上げされることになる。 

＊過去の例から見ると、例えば、公共土木施設の災害復旧事業の場合、国庫補助率は、一般災

害であれば６～８割程度であるが、激甚災害の場合には、７～９割程度まで引き上げられるこ

ととなる。 

 

２ 農林水産業に関する特別の助成 

（１）農地等の災害復旧事業に係る補助の特別措置（激甚法第５条） 

農地、農業用施設又は林道が災害により被害を受けた場合には、農林水産業施設災害復旧事

業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和２５年５月１０日法律１６９号）（以下「暫定措

置法」という。）に基づき行われるが、激甚災害法第５条が適用されると、これらの災害復旧

事業等に係る国庫補助率がその額に応じて累進的に嵩上げされることとなる 

＊過去の例から見ると、例えば、農地の災害復旧事業の場合、国庫補助率は、一般災害であ

ればおおむね８割程度であるが、激甚災害の場合には、おおむね９割程度まで引き上げられ

ることとなる。 

（２）農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例（激甚法第６条） 

農業協同組合、森林組合等が所有する倉庫、加工施設、共同作業場等の共同利用施設が災害

により被害を受けた場合には、暫定措置法に基づき行われるが、激甚法第６条が適用されると、

これらの災害復旧事業に係る国庫補助率がその額に応じて累進的に嵩上げされることとなる。 

＊過去の例から見ると、国庫補助率は、一般災害であれば２割であるが、激甚災害の場合に

は、おおむね９割又は５割程度まで引き上げられることとなる。 

（３）天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置の特例（激甚法第８条）

天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法（昭和３０年８月５日法

律１３６号）（以下「天災融資法」という。）が発動された災害が激甚災害に指定された場合

には、天災融資法に定める経営資金等について、貸付限度額の引き上げ（一般被災農業者２０

０万円→ ２５０万円、果樹栽培、家畜飼育、養殖業者等５００万円→６００万円）及び償還期

限延長（３～６年→４～７年）が行われ、貸付条件の緩和が図られる。 

＊なお、利率については、天災融資法の発動により、特別被災者に対して３％以内の低利で

貸すなどの措置がとれられている。 

（４）共同利用小型漁船の建造費の補助（激甚法第１１条） 

   激甚災害の指定を受けた一定の都道府県が、漁業共同組合が必要とする共同利用小型漁船建
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造費について補助を行った場合に、国が都道府県に対し、その２分の１を特別に補助するもの

である。 

（５）森林災害復旧事業係る補助（激甚法第１１条の２） 

   激甚災害の指定を受けた一定区域において都道府県、市町村、森林組合等が森林を復旧する

ために行う被害木等の伐採及び搬出、被害木等の伐採跡地における造林等の森林災害復旧事業

について、国が都道府県に対し、当該事業費の２分の１を特別に補助するものである。 

 

３ 中小企業に関する特別の助成 

（１）中小企業信用保険法（昭和 25 年 12 月 14 日法律２６４号）による災害関係保証の特例（激甚

法第１２条） 

   中小企業信用保険法による災害関係保証について、激甚法第１２条の適用により、付保険限

度額の別途設定（普通保険の場合、２億円の別枠設定）及び保険てん補率の引き上げ（普通保

険の場合、７０％→８０％）の特例措置が行われる。なお、激甚災害の場合には、中小企業信

用保険法施行令の規定により、保険料率の引き下げも併せて行われる。 

 

４ その他の特別財政援助及び助成  

（１）公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助（激甚法第１６条） 

   激甚災害を受けた公立の公民館、図書館、体育館等の社会教育施設の災害復旧事業について、

国が当該事業費の３分の２を特例的に補助するもの。 

（２）私立学校施設災害復旧事業に対する補助（激甚法第１７条） 

激甚災害を受けた私立の学校の災害復旧事業について、国が当該事業費の２分の１を

特例的に補助するもの。 

（３）水防資材費の補助の特例（激甚法第２１条）     

   激甚災害の指定を受けた一定の地域において、都道府県又は水防管理団体が水防のため使用

した資材の関する費用について、国が当該費用の３分の２を特例的に補助するもの。（一般災

害の場合、費用の３分の１を補助する予算制度がある。） 

（４）罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例（激甚法第２２条） 

   激甚災害により減失した住宅に当該災害の当時居住していた者に賃貸するため、地方公共団

体が公営住宅の建設等をする場合に、国がその建設等に要する費用の４分の３を特例的に補助

するものである。（一般災害の場合、国庫補助率３分の２） 

（５）小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等（激甚法第２４条） 

   激甚災害によって生じた公共土木施設、公立学校施設、農地、農業用施設及び林道の災害復

旧事業のうち、国庫補助の対象とならない１箇所の事業費が一定額未満の小規模なものについ

て、当該事業費にあてるため発行を許可された地方債（小災害債）に係る元利償還に要する経

費は、地方交付税法 昭和２５年５月３０日法律２１１号）の定めるところにより、基準財政需

要額に算入されることとなっている（例えば、農地等の場合、基準財政需要額への算入率は約

１００％）。 
 
 
 


